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研究要旨

本研究は、関西圏において HIV 陽性者（以下陽性者）が長期療養等に伴う心身の不自由を抱えながらも
自分らしく安心して暮らすことを可能とする包摂的な環境が構築されるために必要な要素を明らかにする。

陽性者が安心して療養し、生活していくためには、医療と生活の両方の面で支援が必要となる。医療に関
しては、1)HIV の専門知識を持つエイズ拠点病院と地域で身近に診療を受けることができる一般診療機関の
連携が課題である。また、2) 高齢者施設への受け入れや入所した後の医療的ケアも課題である。生活の面では、
3) 地域における介護支援事業所の関わり、4) 公的支援に含まれないサービスを提供するボランティア体制、5)
地域での居場所の役割について 3 年間の調査研究を行った。

1 年目は現状と課題を把握し、2 年目は聞き取り等の調査を行い、3 年目には調査の継続と分析、そして課
題を克服していくための提言と具体的成果物の製作を行なった。
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研究方法
＜研究 1 ＞　地域で陽性者の診療に関わる一般診療
医 8 人へのインタビュー調査を実施し、現状と課題
を分析し、問題解決に向けた成果物を作製した。
2018 年 11 月 1 日　谷口恭氏　抗ウイルス療法処方

なし（2020 年自立支援医療取得）
2019 年 4 月 15 日　笠井大介氏　抗ウイルス療法処

方あり（自立支援医療取得）
2019 年 4 月 17 日　石井豊氏　抗ウイルス療法処方

なし　大阪市北区医師会理事
2020 年 1 月 9 日　米田円氏　抗ウイルス療法処方な

し
2020 年 1 月 18 日　中村幸生氏　抗ウイルス療法処

方なし（2020 年自立支援医療取得）
2020 年 1 月 27 日　松井孝介氏　歯科　抗ウイルス

療法処方なし
2020 年 1 月 27 日　松本洋平氏　歯科　抗ウイルス

療法処方なし
2020 年 2 月 8 日　 高田昇氏 抗ウイルス療法処方あ

り（自立支援医療取得）

＜研究 2 ＞　陽性者の高齢者施設への受け入れにつ
いて

介護事業所に勤務する職員を対象とした HIV 研修
会で施設受け入れについての意見を聞くアンケート
調査を分析した。その上で研究 1 との共通点を分析
し、3 年目は研究 1 に合流した。
2018 年　イエス団特別養護老人ホームに勤務する看

護師 9 人を対象に陽性者受け入れに関する試験的
アンケート調査を実施。結果を分析して翌年の本
調査の基礎とした。

2019 年 8 月 28 日、10 月 11 日　大阪市保健所が主催
した介護事業者対象の HIV 研修参加者 36 人にア
ンケート調査を実施し、結果を分析した。

2019 年 9 月 27 日大阪府感染症対策課が実施した介
護事業者対象の HIV 研修参加者 58 人を対象にア
ンケート調査を実施し、結果を分析した。

＜研究 3 ＞　介護・看護サービスを提供している事
業者から見た陽性者支援

2018 年 11 月 21 日　地域で介護・看護サービスを
提供する事業者 9 人によるフォーカスグループイン
タビューを実施し、陽性者の在宅支援の実状と課題
を明らかにした。

＜研究 4 ＞　ボランティアによる在宅陽性者支援の
体制構築

2018年6月3日、10月8日、12月8日に研修及びケー
ス検討会を実施

＜研究 5 ＞　伴走型支援モデルに照らした陽性者の
支援方法についての検討
2019 年 1 月 6 日　公開セミナー「伴走型支援は社会

的孤立をどのようにアプローチしてきたか−北九
州の先駆的実践に学ぶ−」講師　森松長生氏、奥
田知志氏を実施し 55 人が参加。

	 HIV 陽性者と長く関わってきたバザールカフェ
に、立ち上げに関わったキーパーソン、歴代店長、
主要スタッフ、利用者に対し、各回 1 時間〜 2 時
間程度の半構造化インタビューを計 21 人に実施
した。　

2019年6月26日　バザールカフェ店長（1999-2000年）
2019年7月24日　バザールカフェ店長（2006-2007年、

2008-2012 年）
2019年8月27日　バザールカフェ店長（2003-2004年）
2019 年 9 月 15 日　バザールカフェプログラムコー

ディネーター（2000 年前後）
2019 年 11 月 6 日　バザールカフェ店長（2017 年 -

現在）
2020 年 6 月 5 日　Y 氏　陽性者
2020 年 6 月 5 日　I 氏　陽性者
2020 年 6 月 11 日 K 氏、J 氏　バザールカフェ創設

に関わったアーティスト
2020 年 7 月 9 日　X 氏　外国籍陽性者
2020 年 7 月 14 日　A 氏　バザールカフェ立ち上げ

に関わった人
2020 年 7 月 21 日　K 夫妻　妻は運営委員として現

場実践、夫は専門家として後方支援
2020 年 7 月 30 日　Q 氏　クリスチャンとしてバザー

ルカフェを支えてきた人
2020 年 8 月 22 日　B 氏　陽性者の親族をもつ人

研究結果
＜研究 1 ＞　地域で陽性者の診療に関わる一般診療
医 8 人へのインタビュー調査によって明らかになっ
た現状と課題
a) 陽性者の診療を始めたきっかけ
・	 地方独立行政法人　大阪健康安全基盤研究所が中

心となって実施した性感染症の無料検査キャン
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ペーンを行う医療機関として参加したことがきっ
かけとなり HIV 患者の地域医療を行うようになっ
た。

・	 訪問看護ステーションから依頼された。拠点病院
から直接依頼されたことはない。

・	 陽性者の診療を始めたきっかけは、大阪府歯科医
師会開催の HIV 学習会に参加した時に HIV 診療
登録医師を募集していたものに登録したことであ
る。

b) 一般診療医の現状
・	 一般診療機関で陽性者を診療する際の課題の 1 つ

は、診察室の構造の問題がある。多くの診療所は、
狭く個室としての空間確保ができないため会話が
筒抜け。新規開業時に医師会などからプライバ
シー確保に関する助言などがあると良い。

・	 セクシュアルマイノリティーについて一般診療医
は知識不足である。医学教育の中にも含む必要が
ある。

c) 陽性者を地域で診療するための制度的壁
・	 HIV 診療を開始するための自立支援の申請につい

ては条件がそろわず難しい。学会発表などの時間
を取ることも難しい。

・	 自立支援医療制度で現在 1 医療機関に指定が限ら
れているが、複数の医療機関を登録できるように
変更する必要があると感じる。そうすることに
よってエイズ拠点病院と地域の診療所の両方に通
院することができるようになる。

・	 診療所では多様な職種を雇用できないため、ソー
シャルワーカーの仕事を医師がせざるを得ないな
ど負担が大きい。

・	 地域で診るために必要となる経費をまかなうため
の診療報酬加算などのインセンティブがあると取
り組みやすい。

d) エイズ拠点病院との連携、役割分担
・	 拠点病院との連携については、ハードルが高いと

感じてしまい電話することを躊躇してしまう。
・	 エイズ拠点病院は、プライマリ・ケアに対応すべ

き機関ではない。地域で陽性者を診ることが可能
な一般診療医の開拓と連携が必要。

・	 日常診療をしている陽性者は、感冒症状、ワクチ
ン接種、禁煙治療などで定期通院している。

・	 陽性者の状態（ウイルス量、通院しているかどう
かなど）は時間と共に変化していくため、情報を
アップデートして一般診療医が知る必要がある。

・	 個別ケースについては、エイズ拠点病院から詳細
な情報を文書で欲しい。結果の見方、診療のポイ
ント、拠点病院につなぐ必要がある基準（メルク
マール）を示して欲しい。

e) 医療スタッフからの抵抗、不安の解消
・	 開院当初から HIV 検査を実施していたのでスタッ

フからの反対はなかったが、針刺し事故に対する
不安を解消するために曝露後予防薬としてツルバ
ダを自費で購入したこともあった。採血を医師が
行うことで不安を解消することもした。

f) 研修や指標の必要性
・	 HIV に関する知識がないため、疫学的情報、検査

結果の解釈などがわからない。
・	 日和見感染症を発症した場合、発熱時、などにど

のように対処したら良いかわからない。
・	 診療するために必要な知識や情報を得るための時

間がない。薬の相互作用のことが分からない。
・	 研修については身近な区医師会主催の研修会が一

番参加しやすい。
・	 研修はウェブによる実施など自分の時間で勉強で

きる方法を広く考えることが有効ではないか。
・	 治療の要点や治療のながれが分かる本があると良

い。
・	 ART の処方については、研修を受講した医師が

参考にできる指標があると良い。
・	 陽性者を受け入れる歯科が増えるためには、歯科

医師が HIV について学び感染経路などを正確に理
解することで偏見を払拭できる。

g) 感染予防対策
・	 歯科では、HIV に限らず感染症があっても申告し

ない人、感染を知らない人もいるのですべての患
者に同じように対応しているが、感染症の患者に
は人、時間、金銭面で負担がかかる。通常の患者
は、医師の他に診療補助は 1 人で行うところ、2
人体制にする必要がある。唾液を吸い取る器具な
どはディスポ（使い捨て）を使用する必要があり、
チェアーをビニールで巻くなどの余分なコストが
かかるが、保険の外来環という加算は保険点数が
4-5 点程度（50 円）で十分ではない。

・	 HIV は、B 型、C 型肝炎に比べて感染力が低いの
で普通の標準的予防策で十分感染予防はできるた
め恐れる必要はない。スタッフへは、ミーティン
グや歯科医師会の勉強会に参加した時に得た情報
を共有している。
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2019-2020 年度に 8 人の医療者のインタビューを
行った結果を 2 回の会議で分析し、課題を越えてく
ために 2 つの成果物を作製することを決定した。

1) エイズ拠点病院、薬剤師と一般診療医をつなぐ
ツールとして「きっと役立つ　新・おくすり手帳」
の作製。
「新・おくすり手帳」の内容は図 3 を参照のこと。

「新・おくすり手帳」のねらい
・	 拠点病院が CD4・ウイルス量など HIV に関する

基本的なデータを記入することにより、地域医療
機関が HIV の治療状況を把握できる。

・	 地域医療機関が、血圧・コレステロール・血糖な
どのデータを記入することにより、拠点病院が
HIV 以外の疾患の治療状況を把握できる。

・	 一つの「おくすり手帳」に複数の調剤薬局の処方
内容を記録することにより、お互いの処方情報を
共有することができ、調剤薬局で併用注意・併用
禁忌薬のチェックが可能となる。

・	 HIV 陽性の方が地域の医療機関を受診する時、特
に初診時に、この手帳を示すことにより HIV 陽性
であることをスムースに伝えることができる。

・	 言いたいこと・聞きたいことがあっても受診時に
なかなか言い出せない HIV 陽性者が、この手帳を
利用して伝えることができる。

・	 災害時に薬剤を入手する時に役立てることができ
る。

「新・おくすり手帳」の使い方
拠点病院の担当医からこの手帳の趣旨を説明して

いただき、HIV 担当薬剤師から本人に渡していただ
くことを想定している。当面は「大阪版」として、
大阪の主要な 3 拠点病院（国立大阪医療センター・
大阪市立総合医療センター・堺市立総合医療セン
ター）にて試用していただき、HIV 陽性者・担当医・
担当薬剤師の意見を集約して「全国版」を作製予定
である。

2) 一般診療医を対象とした「HIV の基礎講座」の動
画の作製

HIV 陽性者の診療を地域で行うためには、プライ
マリ・ケア医との連携が欠かせない。インタビュー
調査から、エイズ拠点病院での勤務経験のないプラ
イマリ・ケア医が不安なく HIV 陽性者を診療するた
めには、HIV 感染症に関する知識を得る機会の拡充
が求められていることが分かった。大阪府下ではす
でに医師会員を対象とした研修が実施されているが、
回数が限られている。そのため株式会社ケアネット
と連携して、オンラインで閲覧できる講義の収録お
よび公開を行った。ケアネットは医師の生涯教育を
支える e ラーニングサービスを提供する企業で、プ
ライマリ・ケア医を含む 17 万人の医師会員を持つ。
より多くのプライマリ・ケア医が、診療の隙間時間
にアクセスできるような講義の作成を意識した。

講義は 2020 年 12 月 13 日に収録し、2021 年 1 月
6 日に「プライマリ・ケア医のための HIV 基礎講座
１」というタイトルでケアネットのサイトで無料公
開された。講義の内容は、日本プライマリ・ケア連
合学会　第 17 回 秋季生涯教育セミナー WS39 「プラ
イマリ・ケア医のための HIV、性感染症診療」（講師：
中山久仁子、塚田訓久、宇野健司、来住知美、谷崎
隆太郎、松尾裕央、白野倫徳）を基に白野が作成し、
収録・編集はケアネットが行った。診療所での感染
リスクなど、プライマリ・ケア医が不安に感じやす
い点に重点を置き、講義時間は 15 分と短い時間に設
定した。なお「プライマリ・ケア医のための HIV 基
礎講座 2」として継続したシリーズが、ケアネット
により作成されている。「プライマリ・ケア医のため
の HIV 基礎講座 1」の著作権は当研究班に帰属する。
エイズ拠点病院からプライマリ・ケア医への紹介時
の情報提供など、今後のプライマリ・ケア医との連
携に活用していきたいと考えている。動画は、特定
非営利 CHARM ホームページで閲覧可能である。
(htttps://www.charmjapan.com/resources/)

図 1「プライマリケア医のための HIV 基礎講座」広告
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＜研究 2 ＞　エイズ拠点病院と高齢者施設との連携
について大阪府、大阪市が実施した研修会に参加し
た介護事業従事者を対象に行ったアンケートの結果
は以下の通りであった。
・	 回答者の所属施設内訳は特別養護老人ホーム（以

下特養）52.4%、老人保健施設（以下老健）13.1%、
その他施設が 34.5%である。「その他の施設」は、
サービス付き高齢者住宅（以下サ高住）、有料老
人ホーム（以下有料）、特別養護老人ホーム（以
下養護）、ケアハウス等を指す。

・	 HIV 陽性者の受け入れ実績は全体では 6％（5 件）
であった。施設形態別にみると老健が 18.2%（2
件）で最も高く、次いでその他施設が 6.9%（2 件）、
特養は 1 件で 2.3%と一番低い割合であった。

・	 アンケート事例の受入れ可否については、全体で
は「問題なく受け入れ可」が 13％、「課題はある
が検討可」が 76.8%、「受入れ出来ない」は 10.1%
であった。

	 受け入れに当たっての課題として回答が一番多
かったのは「感染対策（標準的予防策）の徹底」（44
件）、二番目は「施設の管理医師や協力医療機関
の理解や協力」と「体調不良時・急変時の対応」（と
もに 40 件）、三番目は「職員（管理者、現場職員
問わず）の理解と合意」（38 件）であり、次いで

「認知症が進行した場合の対応」（34 件）、「退所後
の受け入れ先」（29 件）、「パートナー等家族に代
わる人との連携や協力体制」（28 件）であった。

・	 HIV は感染力が弱く標準予防策で十分であること
を理解した上での回答と考えると、管理者、現場
職ともに施設内で標準予防策が徹底できていない
現状を感じているものと捉えられる。この状況の
背景には長年にわたる介護人材不足があり、人手

不足による業務負担の増加、指導・教育が十分に
行えないことによる介護の質の低下を招いている
のではないか。そしてこの状況が HIV 感染者の受
入れを阻害しているとすれば、より感染力の高い
その他の感染症に対しても同じく、入所を敬遠さ
れる状況がすでに生じている懸念がある。

＜研究 3 ＞　介護・看護サービスを提供している事
業者から見た陽性者支援

陽性者を在宅で支援している介護・看護サービス
を提供している事業者 9 人によるフォーカスグルー
プディスカッションにより以下のことが明らかに
なった。
・	 陽性者は、他の利用者の一人として捉えており大

きな違いはない。
・	 在宅療養を行なっている陽性者は、認知症と DM, 

ガン、神経難病などの疾患を抱える人の持つ課題
と重複する。疾病や症状が厳しければそれに対す
るケアが優先される。

・	 サービス利用にかかる問題は、疾患や社会的背景、
経済格差、知識の量などの属性と共通しており、
重複した問題となる。
ディスカッションの結論から介護・看護サービス

事業の中では HIV は 1 つの疾患であると捉えられて
いる。

＜研究 4 ＞　ボランティアによる在宅陽性者支援の
体制構築

公的サービスを提供している介護事業者は、地域
住民やボランティアによる支援との連携を必要とし
ている。ボランティアによるインフォーマルな支援
はその枠組みや位置付けを明確にする必要があるた

図 2　2019 高齢者施設における受け入れの課題
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め基本的な規約を作成した。民間支援として行える
ことは、入退院時の支援、入院中の支援、通院支援、
外出支援、であることを明記しエイズ拠点病院と連
携していく体制を確立した。

＜研究 5 ＞ 伴走型支援モデルに照らした陽性者の支
援方法についての検討　　
1) バザールカフェの設立から現在に至る過程　

バザールカフェは、社会から排除されがちな人々
を包摂する場所を創造することを目的に HIV 活動に
関わる市民団体、アーティスト、主教者、教育者な
どが協議と試行を重ねて 1998 年にバザールカフェプ
ロジェクトと日本キリスト教団京都教区の合同プロ
ジェクトとしてスタートした。設立者の一人である
榎本てる子さん（2018 年永眠）は、バザールカフェ
の理念を次のように説明している i。

・セクシュアリティー、年齢、国籍、病気など様々
な現実に生きている人々がありのままの姿で受け入
れられ、それぞれの価値観が尊重され、社会の中で
共に生きる存在であることが相互に確認される場を
目指す。そしてこのような様々なことが実は個人の
一つの特徴であることが、当たり前に受け入れられ
るような社会となる小さなきっかけ作りをしていく
ことを目的とする。

・従来のカフェ（喫茶店）の概念を拡げ、人が出
会い、交流し、情報を交換し、社会で行われている
多様な活動への窓口になると同時に、様々な事情を
持つ滞日外国人、病を抱える人たちなど社会参加の
機会が少ない人たちに就労の機会を提供し、同時に
共に働くことにより、社会問題を学ぶ機会を学生に
提供していくことを目的とする。

設立当初のバザールカフェは月に 2 回、土曜日に
ホームパーティ形式のカフェとしてスタートし、滞
日外国人がフィリピン、韓国、ネパールなど母国の
料理を作って提供していた。この取り組みに学生、
NGO 関係者、教会関係者らが繋がりボランティア
としてカフェの運営に携わるようになった。そして
1999 年には木・金・土の週 3 日営業になった。カフェ
部門では滞日外国人や身体的・精神的理由から就労
機会を得にくい人々に仕事を提供し続けた。財政的
には不安定なところがあったが数人の有給スタッフ
と約 100 人のボランティアスタッフが運営を支えた。

バザールカフェは立ち上げから数年の間にカフェ
営業を本格化させただけでなく、HIV 陽性など様々

な病気や福祉課題を持つ人々の生活を支える事業を
次々と立ち上げてきた。また、大学、研究者、活動
家などと連携しながら人権や社会福祉を学ぶ機会を
作ってきた。さらにマイノリティのサポートに関わ
る多様な団体との協働を進めてきた。

ただし、先述したバザールカフェの理念は運営委
員間で共有されていたものの、それらを実際の活動
に落とし込む際に意見のぶつかり合いもあった。こ
うしたことが一因となってバザールカフェの立ち上
げに大きな役割を果たした現代アートや建築の専門
家たちの関与は次第に薄くなっていった。

バザールカフェでは社会包摂性を重視しながら飲
食店として質を高めていくことも重視していた。経
済的に困窮している人々にも質の高い空間と料理を
提供していきたいという思いから、価格帯は低めに
設定されており、利用者の安心・安全への配慮から、
大々的な広報活動は控えてきた。その結果、財政基
盤の脆弱さは常につきまとった。このようにバザー
ルカフェの運営は必ずしも順風満帆ではなかったが、
その後も当初の理念を大きく曲げることなく、社会
から排除されがちな人々を包摂し続けた。

バザールカフェの店長は、日本キリスト教団京都
教区に所属する教役者、HIV陽性当事者、滞日外国人、
依存症経験者など、多様な背景を持つ人々が務めた。
彼らはバザールカフェの関連団体の紹介によってバ
ザールカフェで就労の機会を得て、店長となり、様々
な困難を持つ人々を受け止め、支える仕事に従事し
ている。
2) バザールカフェに特徴的な支援

時々の店長やスタッフのバックグラウンドが異な
るために、それぞれの時代に特徴的な支援の形があ
るが、共通する特徴として挙げられるのが「踏み込
み過ぎない配慮」である。バザールカフェの店長や
スタッフは一緒に働く同僚や利用者がどのような障
害や疾病を持っているのか深く情報を共有するわけ
ではない。信頼関係が構築していく過程で自ずと知っ
ていくことになるという。店長やスタッフは一緒に
働く人々や利用者の「生きづらさ」に配慮しつつも、
プライバシーの開示には非常に慎重である。また、
同様の理由からメディアの取材を受けなかったり、
利用客による写真撮影を禁じてきたりした（現在は
異なる対応をしている）。

バザールカフェの支援の特徴を浮き彫りにするた
めには NPO 法人抱樸が実践する「伴走型支援」と
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比較することが有益だ。伴走型支援は生活困窮者が
自立し、暮らしが安定するまで継続しておこなう支
援のことである。提唱者の奥田知志（NPO 法人抱樸
理事長）によれば、同支援は、家族機能をモデルと
した支援であり、早期的、個別的、包括的、持続的
な人生相談を前提としている。また、対象者を支え
ていくために明確なプラン作成に基づき、各種社会
資源に「つなぎ − もどし − つなぎ直し」を繰り返
す持続的なソーシャルワークを想定している。バザー
ルカフェの実践を NPO 法人抱樸が提唱する伴走型
支援論と比較した場合、支援のニーズが明確な場合
にのみ踏み込んだ対応をすることが特徴である。

一方、支援のニーズを持つ人々に向き合い関係を
構築していくことには積極的である。その際、特定
の属性を持つ人々をカテゴリー化して支援するとい
うよりも、むしろカテゴリー化を意図的に避けなが
ら、包摂するアプローチに特徴がある。こうしたあ
り方は、支援する者と支援される者の非対称性を溶
解し、対等で水平的な関係を生み出すと考えられる。
またバザールカフェの関わりを通じて現在は一見「支
援される側」とみなされがちなスタッフも、実際に
は社会・経済的な困難状況に追いやられたり、社会
関係から排除されたりするかもしれないという不安
と向き合い続けている。こうしたスタッフの当事者
性の強さや自律的で内省的な自己認識が、バザール
カフェにおける「支援する側」と「支援される側」
の壁を低くする背景になっていると考えられる。
3) サロン・ド・バザールの取り組み

HIV / AIDS との関連で特筆すべきバザールカ
フェの取り組みにサロン・ド・バザールがある。サ
ロン・ド・バザールは「ゲイ男性・HIV 陽性・薬物
依存」の複合的課題をシェアする場として 2015 年
にバザールカフェで始まった。参加者は、原則的に
ゲイ男性で HIV 陽性かつ薬物依存をもつ人たちであ
る。そこに精神保健福祉士の資格を持つソーシャル
ワーカーの女性が一人関わり、週 1 回のグループミー
ティングを実施している（白波瀬 2018 脚注？）。以
下に引用するのはサロン・ド・バザールの参加者の
手記である。

私は 50 代、薬物を使用し乱れた生活をしていま
した。刑務所も経験しましたが、薬物使用を繰り返
していました。そんな私が変わりだしたのは「仲間
と一緒に幸せになりませんか」と、バザールカフェ
に誘われてからです。当初は、新興宗教にでも勧誘

されたようでしたし、幸せってどんなこと、と「？」
マークばかりでした。バザールカフェと出会い 1 年
半が経ち、スタッフはもちろん、今では保育園児か
ら 80 代のおじいちゃん、おばあちゃんの仲間がい
て、（中略）50 代にしてこんな幸せ、喜びを感じな
がら楽しく過ごすことができています。でもまだ 1
年半ほど。薬物の使用欲求や乱れた生活に戻ってし
まうのではと不安になる時はあります。そんな時不
安を解消してくれるのも、バザールカフェの仲間た
ちです。私にとってバザールカフェはなくてはなら
ないところです。（「バザールカフェ ニュースレター 
2017 年 12 月」からの抜粋）　

当初はサロン・ド・バザールの一参加者だった彼
は、徐々にバザールカフェのなかで様々な役割を担
うようになった。本人は「バザールカフェはなくて
はならないところ」と述べているが、今ではバザー
ルカフェにとっても彼が不可欠な存在となっている。
この事例が示すように、バザールカフェでは様々な
事業が実施されており、HIV 陽性者をはじめ、生き
づらさを持つ人々が参加している。彼らはバザール
カフェを通じて自分が受容され、他者を受容する経
験をしている。それを可能にしているのがキッチン、
カフェスペース、庭などである。バザールカフェは、
様々な機能を持った空間の複合が多様な人々の包摂
を可能にしている。

バザールカフェは対象を狭く限定することなく、
包摂性の高い実践を進めてきた。このような実践を
バザールカフェでは「ブレンディング・コミュニ
ティー」と呼んでいる。1998 年に宣教師館を改装し
た際に議論を尽くして出来上がった空間は、時間の
堆積に伴い、ますます多様な属性の人々が集うよう
になっている。

なぜバザールカフェがこのような越境的で包摂的
な実践を重ねることができたのだろうか。それは既
存の枠に捉われることなく、社会から排除されがち
な人々に寄り添ってきたからだと考えられる。組織
の都合や制度に人を当てはめることに常に懐疑的な
視点を持ち続けてきた結果、多様な人たちが集うブ
レンディング・コミュニティーになったと推察され
る。

HIV 陽性者は薬害エイズ問題、エイズパニックの
巻き起こった時代から長く当事者・家族・関係者は
差別や排除の歴史を経験し、そして今もなお、制度
やサービスの狭間が生み出す排除や、援助希求を阻
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害する新たな要因の登場により、引き続き社会的孤
立の状態に陥るリスクに直面している。

地域福祉主流の時代において、顕在化した社会問
題に対応する制度政策的な動きも出てきているが、
HIV 陽性者は制度の狭間に陥りやすい。このような
状況のなかで、バザールカフェは社会的孤立状態に
なることを防ぐセーフティーネットのあり様を 20 年
以上の取り組みのなかで作り上げてきたといえる。

それは多様性を尊重し、生きづらさを抱えている
人たちに安心できる居場所、社会参加の機会を提供
してきたことであり、長年にわたり伴走し続けてき
たことである。

バザールカフェはカフェという空間を活かして、
HIV 陽性者をはじめとする多様な人々に居場所や働
きの場を提供してきた。また、地域住民、学生、医
療や福祉の専門家など、多様な人々を繋ぐプラット
フォームの役割を果たしてきた。絶えず多様な人々
が出入りする空間がバザールカフェの包摂性を高め
る大きな要因になっている。

バザールカフェの支援には課題もある。それは上
述したように支援内容の不明確さに由来している。
社会福祉分野の就労支援のように目標をはっきりさ
せていないことがバザールカフェの特徴だが、目標
をはっきりさせることでもっと就労ニーズを充足で
きるとも考えられる。地域を基盤にした専門機関同
士のネットワークを一層強化していくことが重要に
なるだろう。

考 察
陽性者が長期療養に伴う心身の不自由や高齢化に

よる複数の疾患との共存をしながらも安心して療養
しながら生活していくために必要な 5 つの分野から
陽性者の生活環境を研究した。1) エイズ拠点病院と
一般診療機関の連携、2) 高齢者施設への受け入れ、3)
地域における介護支援、4) ボランティアによる訪問
支援、5) 地域での居場所の役割である。3 年の研究
を通して分野を越えた共通の課題を見出し、3 年目
には分野は 2 つに集約された。すなわち医療と生活
である。

医療連携の分野では、これまでエイズ拠点病院が
行ってきた HIV 診療は一般診療機関に移行していく
ことの可能性が見られた。病院と診療所という組織
の違いや自立支援医療制度の規定などのハードルは
あるものの医療者として一人の陽性者を診療してい

る専門家がつながることは可能である。連携を援助
するための試みとして「きっとやくに立つ新・おく
すり手帳」の試作を研究の成果物として製作した。
この冊子を大阪地域で試行し、さらに検討を行うこ
とで患者が自分の身体状況について把握し、それを
信頼できる医療者等と共有することで安心して複数
の医療機関にかかることができることを支援したい。

一般医療者が HIV を診る度合いはこれから増加し
ていく。そのためには医療者が HIV についての基本
知識を持つことが必要である。日々の臨床で忙しい
医療者は行政や医師会が主催する研修会に参加でき
ないことも多いため、自分の時間で学ぶことができ
る動画を専門機関に委託して作成し、17 万人の会員
に配信を行った。インターネット上の学習は、すで
に多くの人たちが利用している方法であり、これか
らの研修のあり方に 1 つの示唆を与えている。

地域では、人が受け止められ、多様な属性が受け
入れられ、その人らしく居られる場が身近にあるこ
とによって社会的に周辺部に追いやられていると感
じている人々は自分が居て良い場所が可能となる。
その場では支援する・されるという関係ではなく普
通の関係であることでそれぞれが主体的関わりをす
ることが可能となる。陽性者の多くは元気で、多様
な経験や能力を持つ人たちであり他者に貢献できる
主体である。カフェという場所は色々なペースの人
が関わることができる幅と深みを持った存在である。
その中に専門家もいることで依存症の人たちのミー
ティングを続け、問題を抱えた人を適切な機関につ
なぐという役割も担っている。このような場所が地
域にできることが安心した環境につながっていくと
考える。医療と地域をつなぐ役割を担う人がそれぞ
れのニードを伝え、社会資源の存在を知らせていく
ことで新たに HIV 感染を知った人にも開かれた環境
を創っていくことが重要である。

結 論
HAART による HIV 治療が始まってから四半世

紀が過ぎた。薬は年々良くなり副作用が少なくなり
服薬がしやすくなった。また診療拠点も少しずつで
はあるが、地域に広がってきている。しかし、一方
で病気のことを身近な人や職場にも口外しない陽性
者が日本では殆どである。社会一般の中の理解が浸
透していないと感じるからである。抗ウイルス薬の
発展に取り残された社会の問題をどのように乗り越
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えていくのかを本研究班では 5 つの側面から検討し
議論した。そして 3 年かけて課題ごとの共通点を見
出し、3 年目には医療と生活という 2 つの課題に到
達した。

研究のプロセスの中で出会った人たちの多くが従
来の枠組みを超えている姿に出会い希望を感じた。
偶然出会った HIV という疾患に関わったことで陽
性者を診療することになった医療者の人たち、アー
ティスト、宗教者、福祉支援者、教育者と多くの市
民が共に喫茶店を創ってきたこと、拠点病院と診療
所と薬局をつなごうという発想。e ラーニングによ
る HIV 基礎講座の放映、陽性者も安心して生活でき
る特別養護老人ホームの構想と建設、支援らしくな
い支援を実践している場など。今まで想像もしなかっ
たことに多く出会った。社会の課題への解決の糸口
は、この枠を超えた取り組みの中にあると確信して
視野を広く仲間は多くしかし地道に進みたい。

健康危険情報
なし

知的財産権の出願・取得状況
該当なし
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(Endnotes)

i  榎本てる子、2019、『愛し、愛される中で−出会い
を生きる神学』日本キリスト教団出版局 p. 21-22
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